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 １ はじめに                           

 

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、単年度の収支状況

を明らかにすることに主眼が置かれ、適正・確実な執行を図るという観点から、単式簿

記による現金主義会計を採用していますが、一方では、保有している固定資産などの残

高や将来負担しなければいけない負債などのストック情報や見えにくいコスト情報（減

価償却費等）が不足していると言われています。 

 

 このような中、平成 27 年 1 月に総務省から、平成 27 年度から平成 29 年度までの３

年間で、統一的な基準による財務書類を作成するよう全ての地方公共団体に要請があり

ました。 

 

 このことから、西予市では企業会計的手法を取り入れた発生主義・複式簿記として、

歳入・歳出の現金取引のみならず、すべてのフロー情報やストック情報を網羅的に公正

価値で把握できるよう見直し、平成 28 年度決算より「統一的な基準」による財務書類を

作成しております。 

 

 複式簿記に基づき、発生主義による財務書類を作成することにより、西予市が所有す

る全ての資産と負債の状況や行政サービスに要したコストが把握でき、今後は、他団体

との比較を行うことで、西予市の財政状況の特徴や課題を明らかにし、さらなる財政の

健全化に努めてまいります。 
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 ２ 統一的な基準による地方公会計の財務書類について        

 

（１）財務書類の作成基準                     

  財務書類は、総務省の「統一的な基準」に基づいて作成しています。 

 

（２）財務書類の種類                       

   財務書類は、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」及び「資

金収支計算書」の４種類で構成されています。 

   各財務書類の概要は次のとおりです。 

名  称 概    要 

貸借対照表 基準日時点における財政状態（資産･負債･純資産の残高及び

内訳）を表示したもので、公共資産等の保有量、基金残高、

その財源となる地方債残高等を表したもの 

行政コスト計算書 一会計年度中の費用（現金収支を伴わない減価償却費等を含

む）と収益の取引高を表示したもので、一年間の行政サービ

スに係る経費とそれに伴う使用料及び手数料を表したもの 

純資産変動計算書 一会計年度中の純資産（及びその内部構成）の変動を表した

もの 

資金収支計算書 一会計年度中の現金の収入・支出を 3 つの区分（業務・投資・

財務）で表したもの 

 

（３）作成基準日                         

   財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月 31 日）とする。 

   ただし、出納整理期間中（平成 31 年４月１日から令和元年５月 31 日まで）の収

支については基準日までに終了したものとする。 
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（４）財務書類の作成単位（範囲）                 

    財務書類の作成単位は、一般会計等を基礎とし、さらに一般会計等に地方公営

事業会計を加えた全体財務書類、全体財務書類に地方公共団体の関連団体を加え

た連結財務書類とする。 

 

※簡易水道事業会計及び公共下水道事業特別会計については、公営企業法適用が決定し

ているため、法適用移行整備が完了するまでの期間は経過措置として連結対象から除

外する。 

 

（５）その他                           

    各科目の金額を千円単位で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない 

場合があります。 

（特別会計） （企業会計）

  国民健康保険特別会計（事業勘定）   水道事業会計

  国民健康保険特別会計（診療所勘定）   病院事業会計

  後期高齢者医療特別会計   野村介護老人保健施設事業会計

  介護保険特別会計

 ※簡易水道事業特別会計

  農業集落排水事業特別会計

 ※公共下水道事業特別会計

（第三セクター等） （一部事務組合及び広域連合）

  あけはまシーサイドサンパーク株式会社   愛媛県市町総合事務組合

  株式会社どんぶり館   愛媛県後期高齢者医療広域連合

  一般財団法人宇和文化会館   愛媛地方税滞納整理機構

  西予ＣＡＴＶ株式会社   愛媛県市町振興協会

  株式会社グリーンヒル   南予水道企業団

  株式会社野村町地域振興センター   八幡浜地区施設事務組合

  株式会社エフシー   八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合

  株式会社城川ファクトリー

  西予市土地開発公社

区  分
一
般
会
計
等

 
 
 
全
体
財
務
書
類

（

地
方
公
営
事
業
会
計
）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
連
結
財
務
書
類

（

関
連
団
体
）

会  計  名  等

 育英会奨学資金貸付特別会計

 住宅新築資金等貸付事業特別会計

 一般会計
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（単位:千円）

一般会計等 全体会計 連結会計

 資産の部

 固定資産 94,814,190 117,779,488 118,879,633

 有形固定資産 86,198,336 108,551,668 109,983,502

  事業用資産 53,123,537 60,324,154 60,693,518

  インフラ資産 31,629,897 45,033,491 45,677,128

  物品 3,743,228 8,587,839 10,103,083

 無形固定資産 22,578 80,324 219,890

 投資その他の資産 8,593,276 9,147,496 8,676,242

  投資及び出資金 927,068 930,968 153,689

  基金（その他） 7,384,553 7,635,347 7,816,912

  その他 281,655 581,181 705,641

 流動資産 6,932,193 10,433,084 12,345,839

 現金預金 1,760,012 4,123,872 5,194,465

 未収金 50,691 926,745 1,207,124

 基金（財政調整・減債） 5,084,505 5,265,632 5,272,818

 その他 36,985 116,835 671,432

101,746,382 128,212,572 131,225,473

 負債の部

 固定負債 39,910,197 51,300,791 51,911,217

 地方債 35,099,769 44,524,492 44,674,154

 退職手当引当金 3,334,607 3,514,047 3,537,832

 その他 1,475,821 3,262,252 3,699,231

 流動負債 4,015,006 4,980,189 5,784,522

 １年以内償還予定地方債 3,443,189 4,045,166 4,390,630

 賞与等引当金 298,272 436,272 451,100

 その他 273,545 498,751 942,792

43,925,203 56,280,980 57,695,738

 純資産の部

 固定資産等形成分 99,939,365 123,085,791 124,193,121

 余剰分（不足分）等 △ 42,118,186 △ 51,154,199 △ 50,663,387

57,821,180 71,931,592 73,529,734

101,746,382 128,212,572 131,225,473

勘定科目名

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

 ３ 本市における財務書類                     

（１）貸借対照表                         
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貸借対照表とは                            

 貸借対照表は、西予市がどれだけの資産や負債を有しているのか、資産をどのような

財源で賄ったかを表したものです。負債は、今後負担すべき債務であることから、将来

世代の負担を、純資産は、現在までの世代や国･県が負担した、将来返済しなくてよい資

産を表したものです。 

 平成 30 年度末の資産の総額は、一般会計等で約 1,017.5 億円、全体会計で約 1,282.1

億円、連結会計では約 1,312.3 億円となっております。 

 また、負債の合計は、一般会計等で約 439.3 億円、全体会計で約 562.8 億円、連結会

計では約 577.0 億円となっております。 

 資産と負債の差額である純資産は、一般会計等で約 578.2 億円、全体会計で約 719.3

億円、連結会計では約 735.3 億円となっております。 

 

貸借対照表の分析（一般会計等）                    

資産のうち約 862.0 億円（約 84.7％）が「有形固定資産」であり、その内訳として庁

舎、学校、公民館及び体育施設などの「事業用資産」が約 531.2 億円（約 61.6％）、道

路及び公園などの「インフラ資産」が約 316.3 億円（約 36.7％）を占めています。 

 一方で負債は、資産形成のために発行した地方債が⾧期分で約 351.0 億円、短期分で

約 34.4 億円となっており負債合計の約 87.7％を占めています。 

 平成 29 年度と比較しますと、資産については事業用資産の増加に伴い約 27.1 億円増

加するとともに、負債は地方債等の増加により約 23.2 億円増加しているため、純資産

額の資産額に対する割合（純資産比率）は、平成 29 年度が約 58.0％に対して平成 30

年度は約 56.8％と 1.2％減少しています。 
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（２）行政コスト計算書                      

 

 

 

 

 

 

（単位:千円）

一般会計等 全体会計 連結会計

 経常費用 23,157,041 37,638,781 46,526,122

 業務費用 13,524,825 19,767,962 22,866,448

 人件費 4,761,701 7,602,924 7,868,703

 職員給与費 4,287,739 7,106,840 7,321,107

 引当金繰入額 298,272 314,306 329,108

 その他人件費 175,690 181,779 218,488

 物件費等 8,341,205 11,293,167 13,326,201

 物件費 4,609,942 5,881,969 5,982,512

 維持補修費 878,932 1,370,820 1,367,898

 減価償却費 2,852,331 4,040,378 4,140,408

 その他物件費 0 0 1,835,384

 その他業務費用 421,919 871,871 1,671,543

 移転費用 9,632,216 17,870,819 23,659,674

 補助金等 5,972,486 16,177,772 21,953,189

 社会保障給付 1,651,754 1,651,754 1,651,780

 他会計への繰出金 1,973,418 0 0

 その他移転費用 34,557 41,293 54,705

 経常収益 1,028,791 5,488,747 8,334,480

 使用料及び手数料 294,323 4,216,673 4,353,939

 その他経常収益 734,468 1,272,075 3,980,541

22,128,250 32,150,033 38,191,642

 臨時損失 1,795,960 1,907,316 1,966,365

 臨時利益 416 276,580 287,008

23,923,793 33,780,769 39,870,998

勘定科目名

純経常行政コスト

純行政コスト
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行政コスト計算書とは                         

 行政コスト計算書は、一会計期間における行政活動に係る費用と行政活動との直接的

な対価性を有する使用料・手数料等の収益を対比させたものです。その差額分として、

西予市の一会計期間中の行政活動について税収等で賄うべきコスト（純行政コスト）が

明らかになります。 

 行政コスト計算書は、企業会計における損益計算書に対応するものといえますが、地

方公共団体の行政活動は企業のように利益の獲得を目的としないことから税収等を行政

コスト計算書ではなく純資産変動計算書に計上することとしています。 

 平成30年度の１年間での一般会計等の行政活動に要した経常費用は約231.6億円で、

経常収益は約 10.3 億円となっています。経常費用から経常収益を差引いた純行政コス

トは約 221.3 億円（臨時分を含む）となります。 

 この純行政コストについては、純資産変動計算書における財源で賄われます。 

 

行政コスト計算書の分析（一般会計等）                 

 経常費用のうち、人にかかるコストは行政サービス提供の担い手である職員等の人件

費で約 47.6 億円（約 20.6％）、また、物に係るコストとしては業務委託や消耗品費など

の経費、減価償却費等の物件費等で約 83.4 億円（約 36.0％）となっています。 

 その他、移転支出のコストとして補助金等や社会保障関係等の扶助費等の移転費用が

96.3 億円（約 41.6％）となっています。 

 平成 29 年度と比較しますと経常費用のうち移転費用については、約 3.2 億円減少し

た一方で、業務費用については、約 16.6 億円増加した結果、経常費用は約 13.5 億円増

加しました。 
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（３）純資産変動計算書                      

 
 

一般会計等 （単位:千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

57,424,460 97,812,002 △ 40,387,542

 純行政コスト △ 23,923,793 0 △ 23,923,793

 財源 23,467,854 0 23,467,854

 税収等 17,618,738 0 17,618,738

 国県等補助金 5,849,117 0 5,849,117

 本年度差額 △ 455,939 0 △ 455,939

 固定資産等の変動（内部変動） 0 1,283,344 △ 1,283,344

 有形固定資産等の増加 0 5,567,269 △ 5,567,269

 有形固定資産等の減少 0 △ 3,241,989 3,241,989

 貸付金・基金等の増加 0 3,368,271 △ 3,368,271

 貸付金・基金等の減少 0 △ 4,410,207 4,410,207

 その他 852,659 844,020 8,639

396,720 2,127,364 △ 1,730,644

57,821,180 99,939,365 △ 42,118,186

全体会計 （単位:千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

71,812,661 122,027,143 △ 50,214,483

 純行政コスト △ 33,780,769 0 △ 33,780,769

 財源 33,252,273 0 33,252,273

 税収等 21,164,222 0 21,164,222

 国県等補助金 12,088,051 0 12,088,051

 本年度差額 △ 528,496 0 △ 528,496

 固定資産等の変動（内部変動） 0 197,440 △ 197,440

 有形固定資産等の増加 0 5,879,934 △ 5,879,934

 有形固定資産等の減少 0 △ 4,430,497 4,430,497

 貸付金・基金等の増加 0 3,463,062 △ 3,463,062

 貸付金・基金等の減少 0 △ 4,715,059 4,715,059

 その他 647,427 861,207 △ 213,780

118,932 1,058,647 △ 939,716

71,931,592 123,085,791 △ 51,154,199

勘定科目名 合 計

前年度末純資産残高

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

勘定科目名 合 計

前年度末純資産残高

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高
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連結会計 （単位:千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

73,347,754 123,006,651 △ 49,658,896

 純行政コスト △ 39,870,998 0 △ 39,870,998

 財源 39,402,351 0 39,402,351

 税収等 24,112,693 0 24,112,693

 国県等補助金 15,289,658 0 15,289,658

 本年度差額 △ 468,647 0 △ 468,647

 固定資産等の変動（内部変動） 0 289,729 △ 289,729

 有形固定資産等の増加 0 6,078,821 △ 6,078,821

 有形固定資産等の減少 0 △ 4,550,221 4,550,221

 貸付金・基金等の増加 0 3,466,127 △ 3,466,127

 貸付金・基金等の減少 0 △ 4,704,998 4,704,998

 その他 650,628 896,741 △ 246,114

181,980 1,186,471 △ 1,004,490

73,529,734 124,193,121 △ 50,663,387

合 計

前年度末純資産残高

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

勘定科目名
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純資産変動計算書とは                         

 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動したかを示しま

す。 

 純資産変動計算書においては、行政コスト計算書で算出された純行政コストが純資産

の減少要因として計上され、税収等や国県等補助金などの財源が純資産の増加要因とし

て計上されるなど一会計期間の純資産総額の変動が明らかになります。 

 平成 30 年度における純資産は、一般会計等で約 4.6 億円減少、全体会計で約 5.3 億

円減少、連結会計では約 4.7 億円減少したことが分かります。 

 

純資産変動計算書の分析（一般会計等）                 

 一般会計等において、前年度末純資産約 574.2 億円から平成 30 年度中に約 4.0 億円

増加し、平成 30 年度末の純資産残高が約 578.2 億円となりました。 

 純資産の減少の要因は、税収等約 176.2 億円と国県等からの補助金約 58.5 億円の合

計約 234.7 億円の財源調達を行い、その調達した財源を使用して、行政コスト約 239.2

億円に充当しております。増加の要因は、その他 8.5 億円のうち無償所管換等が 7.8 億

円となります。 

 また、純資産の内部変動をみますと有形固定資産等の増加（新規取得）が約 55.7 億

円、有形固定資産等の減少（減価償却・除売却等）が約 32.4 億円となっており、施設サ

ービスの観点からみると約 23.3 億円の固定資産の価値が増加したことになります。 
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（単位:千円）

一般会計等 全体会計 連結会計

 業務活動収支

 業務支出 20,281,909 33,978,517 42,832,513

 業務費用支出 10,649,694 16,107,698 19,172,839

 人件費支出 4,746,854 7,586,182 7,851,371

 物件費支出 5,492,924 7,553,612 9,553,901

 その他の支出 409,916 967,904 1,767,567

 移転費用支出 9,632,216 17,870,819 23,659,674

 業務収入 21,103,418 35,293,854 44,350,762

 臨時支出 1,426,325 1,525,039 1,603,753

 臨時収入 1,692,964 2,013,181 2,023,588

 業務活動収支 1,088,147 1,803,479 1,938,084

 投資活動収支

 投資活動支出 7,463,270 7,825,132 7,982,363

 公共施設等整備費支出 4,137,989 4,384,030 4,533,050

 基金積立金支出 3,296,168 3,342,967 3,343,242

 その他投資活動支出 29,113 98,135 106,071

 投資活動収入 5,684,259 5,906,844 5,943,510

 国県等補助金収入 1,289,209 1,289,209 1,289,209

 基金取崩収入 4,287,731 4,287,731 4,289,303

 その他投資活動収入 107,319 329,904 364,998

 投資活動収支 △ 1,779,011 △ 1,918,288 △ 2,038,853

 財務活動収支

 財務活動支出 3,275,826 3,800,551 3,860,901

 地方債償還支出 3,211,726 3,626,023 3,683,341

 その他財務活動支出 64,100 174,528 177,560

 財務活動収入 4,457,174 4,546,124 4,640,866

 地方債発行収入 4,457,174 4,494,974 4,588,855

 その他財務活動収入 0 51,150 52,011

 財務活動収支 1,181,348 745,573 779,965

 本年度資金収支額 490,485 630,764 679,196

 前年度末資金残高 1,090,916 3,314,498 4,338,160

 比例連結割合変更に伴う差額 － － △ 3,482

 本年度末資金残高 1,581,401 3,945,261 5,013,874

（前年度末歳計外現金残高） 86,422 86,422 88,353

（本年度歳計外現金増減額） 92,188 92,188 92,238

（本年度末歳計外現金残高） 178,611 178,611 180,591

 本年度末現金預金残高 1,760,012 4,123,872 5,194,465

勘定科目名

（４）資金収支計算書                       
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資金収支計算書とは                          

 資金収支計算書は、一会計期間における地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金

の流れを業務活動収支、投資活動収支及び財務活動収支に分けて示します。 

 現金収支は、歳入歳出決算書においても分かりますが、資金収支計算書においては、

資金の流れが業務活動収支、投資活動収支及び財務活動収支に分けて示すため資金の増

減要因が明らかになります。 

（業務活動収支） 

行政サービスの提供で必要となる人件費や物件費などの支出と税収などによる収入が

計上されます。 

（投資活動収支） 

道路や施設の取得のために支出した金額とその財源となった補助金などが計上されて

います。 

（財務活動収支） 

支出には地方債の償還額が、収入には地方債発行による収入等が計上されます。 

 

資金収支計算書の分析（一般会計等）                  

 一般会計等において、業務活動収支では約 10.9 億円のプラスですが、投資活動収支

については約 17.8 億円のマイナスとなっており、支払利息支出（約 2.2 億円）を除い

た基礎的財政収支は約 4.7 億円のマイナスとなります。 

 また、財務活動収支は約 11.8 億円のプラスとなっており、内訳としては、地方債発行

収入が約 44.6 億円に対して地方債の償還支出が約 32.1 億円となっており、大型事業等

の実施により地方債の償還よりも発行収入が多くなっています。 
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 ４ 本市における財務指標                     

財務書類分析                            

 貸借対照表や行政コスト計算書などの財務書類を様々な観点から分析することにより、

地方公共団体の財政状況を判断します。分析の手法としては、指標・比率分析を用いて、

貸借対照表・行政コスト計算書に関する分析内容を記載しています。 

なお、分析にあたっての計算式は、「地方公会計の活用の促進に関する研究報告書（平

成 30 年 3 月:総務省）」の計算式を参考にしています。 

また、人口については、平成 31 年 1 月 1 日現在の住民基本台帳人口（38,019 人）を

用いて算出します。 

 

（１） 資産形成度（総務省「財務書類等活用の手引き」９～10 頁）         

資産残高に着目し、将来世代に残る資産、自治体の規模（財政や人口など）に対する

資産の多寡を分析します。 

基金のような資産は多いほど余裕があるといえますが、有形固定資産は将来コストを

発生させる要因となりますので、適正なレベルで維持することが重要であると考えられ

ます。 

また、資産が形成されてからの時間の経過度合いを示す老朽化比率についても分析し

ています。 

 

①住民一人当たりの資産額                      

決算年度末時点で保有している資産の総額を人口で除し、住民一人当たりの資産

額を表します。経年の推移や同規模の地方公共団体との試算量を比較するときに用

います。 

住民一人当たり資産額 ＝ 資産合計 ÷ 人口 
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②歳入額対資産比率                        

決算年度の歳入額と資産残高を比較し、決算年度末時点の規模の資産を整備した

場合に何年分の歳入が必要かを表します。これにより、自治体の歳入規模に対する

資産の形成度合いを測ることができます。 

歳入額対資産比率 ＝ 資産合計 ÷ 歳入総額 

 

 

③資産老朽化比率（有形固定資産全体）               

償却対象資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を求めることで、減価償

却の進行度合いを表します。資産老朽化比率が高いほど建替えや改修などのコスト

がかかる時期が近いことを示します。 

※償却対象資産とは、貸借対照表の「建物」、「工作物」、「船舶」、「浮標」、「航空機」、

「その他」、「物品」を示します。 

資産老朽化比率 ＝ 減価償却累計額 ÷ 償却対象資産取得価格合計 

 

住民基本台帳人口 38,019人（平成31年１月１日現在）

指   標 一般会計等 全体会計 連結会計

住民一人当たりの資産額 268万円 337万円 345万円

指   標 一般会計等 全体会計 連結会計

歳入額対資産比率 3.0年 2.5年 2.1年

指   標 一般会計等 全体会計 連結会計

資産老朽資産比率
（有形固定資産全体）

57.0% 53.8% 54.0%
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④資産種類別老朽化比率                      

建物や工作物など種類（勘定科目）別に老朽化比率を表します。さらに、固定資

産台帳を確認することで、個別資産の経過年数が分かるため、今後の整備方針を策

定する際の目安にすることができます。 

 

 

（２）世代間公平性（総務省「財務書類等活用の手引き」９～10 頁）          

現在保有している資産を形成するにあたって、現世代以前の負担額と将来世代の負担

額を分析します。ここでは、将来世代の負担とは、貸借対照表の負債をベースにした指

標で示しますが、資産形成度でもあるように、公共施設の維持・更新といった負担もあ

ります。 

 

①純資産比率                           

資産総額に占める純資産総額の割合を求めます。これが、いわゆる現世代「以前」

による負担割合になります。 

純資産比率 ＝ 純資産総額 ÷ 資産総額 

指   標 一般会計等 全体会計 連結会計

資産老朽化比率
（建物 事業用資産）

61.5% 57.8% 57.7%

資産老朽化比率
（建物 インフラ資産）

65.3% 57.1% 57.2%

資産老朽化比率
（工作物 事業用資産）

9.5% 34.3% 34.9%

資産老朽化比率
（工作物 インフラ資産）

52.8% 49.8% 49.8%

資産老朽化比率
（物品）

61.4% 62.8% 64.2%
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（３）持続可能性（総務省「財務書類等活用の手引き」11～12 頁）          

決算年度末時点での負債の程度を分析し、今後の財政が健全に推移するかどうかの判

断材料とします。社会情勢や景気動向、国の方針などに左右される部分はありますが、

決算年度までに傾向を知ることによって将来の負担が見えてきます。 

ただし、地方公共団体における負債には、交付税措置等によって国が一部負担するも

のや、負担の公平性の観点から発生したものがあるため、民間企業における負債とは多

少異なる意味があります。 

 

①住民一人当たりの負債額                     

決算時点での住民一人当たりの負債額です。経年の変化や他団体との比較を行う

際に用います。 

住民一人当たり負債額 ＝ 負債総額 ÷ 人口 

 

 

②基礎的財政収支（プライマリーバランス）             

自治体の基礎的な財政力を示します。具体的には、基本的な地方税や使用料など

の収入及び建設事業に充てられる国や県の支出金の合計と、行政サービスを提供す

るために必要な費用及び公共施設などを整備するために係る費用を差引き、合計か

ら利息の支払いを除いたものを指します。 

指   標 一般会計等 全体会計 連結会計

純資産比率 56.8% 56.1% 56.0%

指   標 一般会計等 全体会計 連結会計

住民一人当たりの負債額 116万円 148万円 152万円
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基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支 ＋ 投資活動収支  

＋ 基金積立金支出 － 基金取崩収入 

＋ 支払利息支出 

 

 

（４）効率性（総務省「財務書類等活用の手引き」12～13 頁）             

現在の水準の行政サービスを提供するうえでかかる経費について考え、行政サービス

の効率性を検証します。 

 

①住民一人当たり行政コスト                    

行政コスト計算書にて計算される純行政コストについて、住民一人当たりどれく

らいかかっているのかを表します。住民一人当たりにすることで、人口規模の近い

団体と比較することが可能になります。 

住民一人当たり行政コスト ＝ 純行政コスト ÷ 人口 

 

  

指   標 一般会計等 全体会計 連結会計

基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

△14.6億円 △7.0億円 △6.8億円

指   標 一般会計等 全体会計 連結会計

住民一人当たり行政コスト 63万円 89万円 105万円
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（５）弾力性（総務省「財務書類等活用の手引き」13～14 頁）             

経常収支比率のように、ある収入に対して固定的な費用の占める割合を計算します。 

弾力性とは、住民からの要望に対応できる財政的な余裕を表します。 

※経常収支比率…地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常 

的に収入される一般財源（経常一般財源）のうち、人件費、扶助費、公債費のよう 

に毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当されたものが占める割合 

 

①行政コスト対税収等比率                     

純行政コストを地方税や補助金等の収入額で割り、税収などに対するコストの占

める割合を算定します。この比率が高いほど、コストの占める割合が多いというこ

とになり、収入を主体的な事業に振り分ける余裕がないことを表します。 

行政コスト対税収等比率 ＝ 純行政コスト ÷ 財源 

 

  

指   標 一般会計等 全体会計 連結会計

行政コスト対税収等比率 101.9% 101.6% 101.2%
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（６）自主性（総務省「財務書類等活用の手引き」14 頁）               

使用料や手数料などのように、受け取る行政サービスに対して直接対価を支払う額を

表します。比率が高いほど自立性が高いといえます。 

 

①受益者負担比率                         

行政コスト計算書の経常費用に対して、経常収益が占める割合を指します。経常

費用の占める割合が大きいほど、行政サービスに対して直接対価を支払う割合が多

いといえます。 

税収などが主たる収入である一般会計は低く、使用料や負担金による独立採算が

求められる法適用企業会計では高くなる傾向があります。 

受益者負担比率 ＝ 経常収益 ÷ 経常費用 

指   標 一般会計等 全体会計 連結会計

受益者負担比率 4.4% 14.6% 17.9%
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